


























































































活用を目的としている場合が多数を占めており（共同研究開発の 9 割，受託研究の 7 割，
ライセンス・アウトの8割），バイオベンチャーにおける提携の多くは，コア技術の発展・活用
に傾注している．提携機会は企業成長に重要な役割をはたすと考えられる． 







いる．特許の公開公報も約 1 割の有効と回答している． 
(3)  2000-2004年設立の企業のうち44%で設立以降に代表者の交代がみられており，全体とし
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１.  はじめに 
「2008年バイオベンチャー統計調査」（2008年度調査）および「2009年バイオベンチャー統計調
査」（2009 年度調査）にもとづく報告書で述べたとおり，バイオテクノロジーを中心としたライフサイ
エンス関連分野は，次世代産業として成長を期待されている産業の 1 つといえる  (本庄・長岡・中
村・森下・清水・2009;  本庄・長岡・中村・清水,  2010)．とりわけ，バイオテクノロジーに関連した分
野（以下，「バイオ関連分野」と呼ぶ）は，「ベンチャー」と呼ばれる，比較的に規模の小さい企業が















ために，2002 年より JBA によって毎年行われているものであり，2010 年度調査では，研究開発費
の資金調達，提携，代表者の経歴について，新たにいくつか質問を追加している
1． 











限定していない．本稿でのバイオベンチャーは，カテゴリーA あるいは B のいずれかに該当する企
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業としており，設立年を限定することなくバイオベンチャーを定義している
2．なお，表 2.1 の「バイオ
テクノロジー」および「バイオインダストリー」は，表 2.2 に示すとおり，それぞれ JIS  (Japanese 
Industrial  Standard)  による定義にしたがう．ただし，従来の発酵技術や育種技術については対象
から除外している． 
 
表 2.1.  バイオベンチャーの定義 
  カテゴリー 
A  B  C  D 
条件 1 
バイオテクノロジー（JIS  K  3600:2000「バイオテクノロジー用
語」による）を手段あるいは対象として事業を行うもの 




○  ○  ○  ○ 
条件 3  設立から 20 年未満のもの  ○  ×  ○  ○ 
条件 4  販売，輸入・輸出等を主たる業務とするもの  ×  ×  ○  × 
特殊条件  非営利であるもの  ×  ×  ×  ○ 
注）  ○はその条件を満たす場合，×はその条件を満たさない場合をあらわす．各カテゴリーの○および×は，
AND 条件．条件 2 の「中小企業の定義」は，従業員数について，製造業・その他で 300 人以下，卸売業・サービ
ス業で 100 人以下，小売業で 50 人以下となる企業をさす．条件 3 について，設立から 20 年以上であっても，社
名変更などによりバイオ関連分野への事業シフトが明らかであり，その時期より 20 年未満の場合も含む． 
 
表 2.2.  JIS K 3600:2000 「バイオテクノロジー用語」 
 
表 2.3 に，「2010 年バイオベンチャー統計調査」（2010 年度調査）の調査概要をあらわす．今回
のアンケート調査では，250 社から有効回答が得られた．250 社のうち，表 2.1 の条件 3 あるいは条
件 4 に該当する企業および官製ベンチャーといった特殊な企業についてはサンプルから除外した．
最終的に，有効回答の得られた企業のうち，表 2.1 で示したカテゴリーA あるいは B にあてはまる
240 社が本稿での分析対象のサンプルとしている． 
                                                                  
2  2010年度調査では，条件2を適用せずに，実際には，中小企業以外の大企業も調査対象としている．ただし，本
稿では，大企業を除外して集計している．なお，バイオテクノロジー，バイオインダストリー，ベンチャー企業の定義








1.  基礎事項 
a)  一般的事項 
b)  酵素，たん白質工学 
c)  微生物，微生物工学 
d)  動物細胞，植物細胞，細胞工学 
2.  基礎技術 
a)  培養，培養工学 
b)  細胞融合 
c)  遺伝子操作，遺伝子工学 
d)  一般的操作 
e)  器具・装置 
3.  応用技術 
a)  発酵 
b)  バイオリアクター 
c)  バイオインフォマティクス 
d)  バイオレメディー 
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表 2.3.  「2010 年バイオベンチャー統計調査」（2010 年度調査）の調査概要 
項目  内容 
調査名  2010 年バイオベンチャー統計調査 
調査方法  質問票によるアンケート調査（ウェブ，ファックス，郵送による回答） 
調査擥  2011 年 1 月 16 擥～2011 年 3 月 31 擥 
発送・配布数  698 社に発送．宛先不明，解散，被合併，分野対象外による回答拒否など
の 15 社を除く 683 社に配布． 






2. 2. 2010 年度調査の特徴 
前述したとおり，「バイオベンチャー統計調査」は，JBA が 2002 年から毎年実施しているアンケ




特許制度に対する評価は 2009 年度調査のみ）．今回，通算 9 回目にあたる 2010 年度調査では，
研究開発費の資金調達，提携，代表者の経歴について，新たにいくつか質問を追加している． 







表 2.4.  「2010 年バイオベンチャー統計調査」（2010 年度調査）の特徴 
項目  新たに追加した質問項目 
研究開発費の資金調達  －研究開発費の不足する理由 
提携  －提携とコア技術の発展・目的との関係 
－提携パートナーの獲得にあたって有効だった方法 
代表者の経歴  －代表者を交代した場合の創業者（設立時の代表者）の経歴 
 






  7 
3. 調査結果 







研究開発費の大きい分野から順に最大 3 つまでの事業分野をたずねている． 
まず，表 3.1 に，売上高が最大（1 位）となる事業分野（以下，「売上事業分野」と呼ぶ），研究開
発費が最大（1 位）となる事業分野（以下，「研究開発事業分野」と呼ぶ）について，それぞれの企
業数を示す．この集計結果をもとに，図 3.1,  3.2 に，売上事業分野と研究開発事業分野の大分類
について，それぞれの区分の分布をあらわす．売上事業分野からみれば，「受託サービス」を含む
「研究支援」の占める比率が高い一方，研究開発事業分野からみれば，「医薬品」を含む「医療・健








産」を 1 つの事業分野としてあらわすことをあらかじめ留意いただきたい． 
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表 3.1.  事業分野別の企業数（小分類） 
      企業数 





医療・健康  1  医薬品  22  36 
  2  診断薬  8  10 
  3  医療機器（治療器，診断機器など）  9  8 
  4  人工臓器・組織，再生医療  6  7 
  5  保健機能性食品（厚生労働省認可）  1  0 
  6  パーソナルケア（予防医学・健康増進分野，5 以外の
健康食品など） 
17  17 
  7  化粧品  8  7 
  8  その他  6  8 
農林水産  9  遺伝子組換え・クローン技術などを利用する農林畜
水産 
1  5 
  10  動物用医薬品  0  0 
  11  診断，検査  2  3 
  12  その他  4  3 
環境・  13  エネルギー生産技術  2  2 
エネルギー  14  環境修復技術  4  5 
  15  各種廃棄物処理技術  1  1 
  16  検査  0  1 
  17  その他  1  5 
研究支援  18  実験機器類  22  12 
  19  実験試薬／消耗品  18  13 
  20  実験動物生産  0  0 
  21  チップ（DNA チップ，タンパク質チップなど）  3  5 
  22  バイオインフォマティクス  4  5 
  23  受託サービス（25-28 の受託生産を除く）  29  13 
  24  その他  7  7 
受託生産  25  タンパク受託生産  1  2 
  26  ペプチド受託生産  2  2 
  27  DNA 受託生産  5  2 
  28  その他  4  3 
その他  29  シンクタンク  1  0 
サービス  30  コンサルティング  6  2 
  31  その他  12  3 
観測数  204  182 
注）  売上事業分野（小分類），研究開発事業分野（小分類）にもとづいて集計．ただし，1 位と 2 位が同じ値（比率），







  9 
 

















注）  売上事業分野（大分類）にもとづいて集計．ただし，1 位と 2 位が同じ値（比率）の場合，それぞれの事業分野
で 2 分の 1 とカウントして企業数を集計（小数点第 1 位以下を四捨五入）．観測数は，売上事業分野について回
答が得られた 204 社． 
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注）  研究開発事業分野（大分類）にもとづいて集計．ただし，1 位と 2 位が同じ値（比率），あるいは，1 位，2 位およ
び3位が同じ値（比率）の場合，それぞれの事業分野で2分の1あるいは3分の1とカウントして企業数を集計（小
数点第 1 位以下を四捨五入）．観測数は，研究開発事業分野について回答が得られた 18２社． 
 
3. 2. 企業概要 
(1) 設立時期 
















































































注）  観測数は，設立年とバイオ分野参入年について回答が得られた企業 239 社． 
 





直近年を含めた過去 4 年間（企業年齢 0-4 年）に設立した企業数は全体の 3 割を超えていたが，
2010年度調査では，全体の2割を満たない．このことから，近年，新しく誕生した企業数は大きく減
速している可能性がうかがえる． 
                                                                  
5  たとえば，2009 年度調査の場合，2000 年に設立した企業の企業年齢は 9 ( = 2009 – 2000 )  となり，2008 年度調
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注）  企業年齢は，調査年から設立年を引いた値．観測数は，2008 年度調査について，設立年とバイオ分野参入
年について回答が得られた293社．2009, 2010年度調査について，設立年とバイオ分野参入年について回答が
得られた企業のうち，現在，バイオ関連事業を行っていない企業を除いた，それぞれ 276 社，239 社． 
 
























0～4年 5～9年 10～14年 14～19年 20年～
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年について回答が得られた293社．2009, 2010年度調査について，設立年とバイオ分野参入年について回答が





設立時の常勤従業者数の平均が 4.8 人であり，「0～4 人」が過半数を占めており，多くのバイオベ
ンチャーは，小規模な企業規模で事業をはじめていることがわかる．一方，現在の常勤従業者数
は，設立時よりも増加しているが，それでも平均が 14.1 人であり，「0～9 人」が過半数を占める結果
となっている． 
 











0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
現在
設立時
0～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上
 
注）  常勤従業者には，常勤従業員だけでなく，常勤役員およびパート・アルバイトのうち常時従業者を含む．観測
数は，設立時と現在の常勤従業者数について回答が得られた 209 社． 
 
表 3.2.  常勤従業者数（設立時と現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
設立時  4.8  3.0  8.6 
現在  14.1  7.0  20.4 
注）  S.D.は，標準偏峮をあらわす．常勤従業者には，常勤従業員だけでなく，常勤役員およびパート・アルバイトの








  13 

























注）  観測数は，設立時と現在の資本金について回答が得られた 196 社． 
 
表 3.3.  資本金（設立時と現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
設立時  22.3  10.0  38.5 
現在  311.6  43.0  1,099.5 
注）  単位：百万円．S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，設立時と現在の資本金について回答が得られた 196
社． 
 
3. 3. 収益状況 
(1) 売上高 
図 3.8 に，現在の売上高を示す．図 3.8 では，企業全体の売上高に加えて，そのうちのバイオ分
野（以下，「うちバイオ分野」と呼ぶ）の売上高を示している．表 3.4 には，それぞれの基本統計量を
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注）  売上高は，12 ヶ月の売上高で求めており，期中に設立した企業については 12 ヶ月に換算して求めている．観
測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の売上高について回答が得られた企業のうち，決算期間が 12 ヶ月に満
たない企業（ただし，期中に設立した企業を除く）および「企業全体」よりも「うちバイオ分野」の売上高を大きいと
回答した企業（2 社）を除いた 173 社． 
 
表 3.4.  売上高（現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  337.7  63.0  1,353.6 
うちバイオ分野  208.8  49.0  547.9 
注）  単位：百万円．S.D.は，標準偏峮をあらわす．売上高は，12 ヶ月の売上高で求めており，期中に設立した企業
については 12 ヶ月に換算して求めている．観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の売上高について回答が
得られた企業のうち，決算期間が 12 ヶ月に満たない企業（ただし，期中に設立した企業を除く）および「企業全
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注）  営業利益は，12 ヶ月の営業利益で求めており，決算期間が 12 ヶ月に満たない企業は除外している．ただし，
期中で設立した企業については 12 ヶ月に換算して求めている．観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の営
業利益について回答が得られた企業のうち，決算期間が 12 ヶ月に満たない企業（ただし，期中に設立した企業
を除く）を除外した 153 社． 
 
表 3.5.  営業利益（現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  -48.9  0.0  231.2 
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注）  総資産営業利益率は，営業利益  /  総資産×100(%)．営業利益は，12 ヶ月の営業利益で求めており，決算期
間が12ヶ月に満たない企業は除外している．ただし，期中で設立した企業については 12ヶ月に換算して求めて
いる．観測数は，総資産と営業利益について回答が得られた企業のうち，決算期間が 12 ヶ月に満たない企業
（ただし，期中に設立した企業を除く）を除外した 143 社． 
 
表 3.6.  総資産営業利益率（現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  -0.133  0.000  1.419 
注）  単位：パーセント  (%)．S.D.は，標準偏峮をあらわす．総資産営業利益率は，営業利益  /  総資産×100(%)．
営業利益は，12 ヶ月の営業利益で求めており，決算期間が 12 ヶ月に満たない企業は除外している．ただし，期
中で設立した企業については12ヶ月に換算して求めている．観測数は，総資産と営業利益について回答が得ら
れた企業のうち，決算期間が 12 ヶ月に満たない企業（ただし，期中に設立した企業を除く）を除外した 143 社． 
 





す．図 3.11に示すとおり，0%以上 20%未満の占める比率がもっとも高く，また，表3.7 に示すとおり，
平均が62%，メジアンが35%となっている．一方，標準偏峮が大きく，負債比率にはばらつきがみら
れている．とくに，図 3.11 で示したように，負債比率が 100%以上の企業は，全体の約 9%を占めて
おり，一部，負債比率のきわめて高い企業が存在する結果となっている． 
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注）  負債比率は，負債  /  総資産×100(%)．観測数は，負債比率について回答が得られた 173 社． 
 
表 3.7.  負債比率（現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  62.1  35.0  140.2 
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表 3.8.  出資者区分別の出資比率（設立時と現在） 
  設立時    現在 
出資者区分  平均  S.D.    平均  S.D. 
創業者（設立時の代表者）  49.7  38.0    37.1  36.3 
創業者の親族・知人・友人  19.8  27.7    19.3  29.0 
個人投資家とその他の個人  5.7  16.6    8.3  17.9 
機関投資家  0.2  2.0    0.4  2.7 
ベンチャーキャピタル  3.2  13.6    11.6  22.5 
公的機関・大学  1.1  9.8    0.6  8.0 
設立時の親会社（事業会社）  15.5  33.5    13.6  32.6 
その他の金融機関  0.6  5.7    0.2  1.4 
その他の法人  4.3  14.0    9.1  19.5 
注）  単位：パーセント  (%)．S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，設立時と現在の出資者区分について明らか
になった出資比率の合計が 95%を超えた企業 155 社． 
 







万円），設立時の親会社（事業会社）（平均 49 百万円）についで大きい傾向がみられている． 
 
表 3.9.  出資者区分別の出資額（設立時と現在） 
  設立時    現在 
出資者区分  平均  S.D.    平均  S.D. 
創業者（設立時の代表者）  5.2  7.3    25.3  60.7 
創業者の親族・知人・友人  3.1  10.3    12.6  46.7 
個人投資家とその他の個人  0.9  3.1    81.4  429.7 
機関投資家  0.0  0.4    2.8  17.2 
ベンチャーキャピタル  1.0  6.4    38.9  146.6 
公的機関・大学  0.9  8.0    1.1  12.7 
設立時の親会社（事業会社）  5.5  26.4    48.8  347.6 
その他の金融機関  0.2  1.9    0.6  6.8 
その他の法人  1.3  4.7    68.2  356.0 
注）  単位：百万円．S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，設立時と現在の出資者区分についての回答が得ら
れた出資比率の合計が 95%を超えた企業 155 社． 
 
さらに，図 3.12 に，出資比率が最大となる出資者区分（以下，「最大出資区分」と呼ぶ）を示す．
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ベンチャーキャピタルが最大出資者区分となる比率は，設立時には数パーセント程度にとどまるが，
現在では 15%近くをしめている  (25 / 177×100% = 14.1%)． 
 























じ値（比率），あるいは，1 位，2 位および 3 位が同じ値（比率）の場合，それぞれの出資者区分で 2 分の 1 あるい
は 3 分の 1 とカウントして企業数を集計（小数点第 1 位以下を四捨五入）．選択肢のうち，「機関投資家」は設立
時と現在のいずれについても 1 位となる企業が存在しないために記載を省略．観測数は，設立時と現在の出資
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
うちバイオ分野
企業全体
0人 1～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50人以上
 
注）  観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の研究開発員について回答が得られた 186 社． 
 
図 3.13 に示すとおり，企業全体の研究開発員数は，「0 人」と「1～4 人」の比率が過半数を占め
ており，また，表 3.10 に示すとおり，企業全体で平均 7 人となっている． 
 
表 3.10.  研究開発員数（現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  7.1  4.0  12.6 
うちバイオ分野  5.8  3.0  7.0 
注）  単位：人．S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の研究開発員数について
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りも「うちバイオ分野」の研究開発費を大きいと回答した企業（2 社）を除いた 163 社． 
 
表 3.11.  研究開発費（現在）の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  72.3  20.0  178.7 
うちバイオ分野  65.7  20.0  155.7 
注）  単位：百万円．S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の研究開発費につい
て回答が得られた企業のうち，「企業全体」よりも「うちバイオ分野」の研究開発費を大きいと回答した企業（2 社）
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表 3.12.  研究開発費出所区分別の構成比 
研究開発費出所区分  平均  S.D. 
胪社（胪峱資金および株式発行，借入等による調達）  70.8  34.7 
政府・公的機関の補助金  17.7  27.8 
受託研究費（委託元機関：企業）  3.4  14.5 
受託研究費（委託元機関：公的機関・大学）  2.2  11.2 
共同研究開発パートナー（企業）からの受け入れ研究費  3.7  12.5 
共同研究開発パートナー（公的機関・大学）からの受け入れ研究費  0.8  4.6 
その他  1.3  10.4 
注）  構成比は，それぞれの研究開発費出所区分の研究開発費とすべての出所区分の研究開発擥との比率をあら
わす．研究開発費は，社内使用分のみで社外使用分を含めない．観測数は，研究開発費出所区分について回
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(4) 委託研究開発 
研究開発費について，委託研究や共同研究などのために外部組織（当該企業の海外拠点を含

























注）  観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の委託研究費について回答が得られた 129 社． 
 
表 3.13.  委託研究費の基本統計量 
  平均  メジアン  S.D. 
企業全体  36.2  1.0  153.1 
うちバイオ分野  34.1  1.0  142.1 
注）  単位：百万円．S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の委託研究費につい








































注）  観測数は，擢存プロジェクトの研究開発費の不足状況について回答が得られた 171 社． 
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注）  観測数は，新規プロジェクトの研究開発費の不足状況について回答が得られた 163 社． 
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3.6. コア技術 







図 3.21 に示すとおり，「コア技術の変化なし」と回答した企業は，全体の 7 割近くを占めており，擢
存のコア技術をそのまま利用している企業のほうが多い． 
 















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
現在
設立時
大学 公的研究機関 親会社 親会社以外の企業 創業メンバー 自社 その他
 
注）  選択肢「胪社」は，設立時の場合，他事業からの参入の場合のみ選択可であり，また，現在の場合，設立後
（参入後）の胪社開発をさす．観測数は，設立時と現在のコア技術の出所について回答が得られた 189 社． 
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が得られた 189 社． 
 




図 3.22 に，嗽内（擥本）とアメリカにおける特許出願経験を示す．図 3.22 では，特許出願の有無
でもって特許出願経験をあらわしている．また，表 3.14 には，累積特許出願数とそのうち登録数の
基本統計量を示す．図3.22に示すとおり，全体の8割以上の企業が嗽内で特許を出願した経験を
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注）  観測数は，嗽内とアメリカでの特許出願について回答が得られた 184 社． 
 
表 3.14.  特許の累積出願数・登録数：国内とアメリカ 
  嗽内    アメリカ 
累積出願数  /  うち登録数  平均  S.D.    平均  S.D. 
累積出願数  12.1  22.7    4.1  10.0 
うち登録数  3.1  6.2    1.1  2.9 
注）  S.D.は，標準偏峮をあらわす．観測数は，嗽内とアメリカでの特許出願について，「累積出願数」と「うち登録
数」の回答が得られた 153 社． 
 










託研究」の 3 つに分類し，加えて，提携先を「嗽内企業」「外嗽企業」「公的機関・大学」の 3 つに分
類して，それぞれの実績をたずねている．図 3.23 に，提携のタイプ別の実績件数をあらわす．図
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10  質問票では，ライセンス・アウト，共同研究開発，受託研究のそれぞれについて実績のある企業を調査対象とし
ていたが，実際に，実績のない企業の回答もいくつかみられたため，本稿では，実績の回答の有無にかかわらず，
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かの回答が得られた 68 社．   
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している．さらに，コア技術別について，現在のコア技術にもとづいてサンプルサイズを比較的に確
保できた「大学・公的研究機関」「親会社・親会社以外の企業」「創業メンバー・胪社（設立後の胪
社開発）」の 3 区分で示している． 




目される．図 3.29, 3.30 に示すとおり，とくに，研究支援・受託生産の分野の企業および規模の大き
い企業にとって「胪社技術に関する学会報告」が有効となりやすい傾向がみられている． 
 











































注）  質問は，上記の 9 つの選択肢のうち，効果が大きかったと思われるものを最大 3 つまで選択（3 つを超えて回
答した場合には無効回答として取り扱う）．図中の数字は，当該科目を選択した企業数．観測数は，ライセンス・
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答した場合には無効回答として取り扱う）．観測数は，ライセンス・アウトについて，「常勤従業者数 5 人未満」「常
勤従業者数5人以上20人未満」「常勤従業者数20人以上」の従業者規模別に，パートナーを獲得するうえで有
効だった方法について回答が得られた 15 社，29 社，10 社． 
 



































大学・公的研究機関 親会社・親会社以外の企業 創業メンバー・自社  
注）  質問は，上記の 9 つの選択肢のうち，効果が大きかったと思われるものを最大 3 つまで選択（3 つを超えて回
答した場合には無効回答として取り扱う）．観測数は，ライセンス・アウトについて，「大学・公的研究機関」「親会
社・親会社以外の企業」「創業メンバー・胪社」の現在のコア技術別に，パートナーを獲得するうえで有効だった
方法について回答が得られた 28 社，7 社，16 社． 
 
つぎに，共同研究開発について，パートナーの獲得にあたって有効だった方法を図3.32に示す．













  36 










































注）  質問は，上記の 9 つの選択肢のうち，効果が大きかったと思われるものを最大 3 つまで選択（3 つを超えて回
答した場合には無効回答として取り扱う）．図中の数字は，当該科目を選択した企業数．観測数は，共同研究開
発について，パートナーを獲得するうえで有効だった方法について回答が得られた 96 社． 
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外）」「研究支援・受託生産」の研究開発事業分野別に，パートナーを獲得するうえで有効だった方法について回
答が得られた 19社，33 社，27 社．ただし，研究開発事業分野の1 位と 2 位が同じ値（比率）の場合，それぞれの
事業分野に重複して含める． 
 





































注）  質問は，上記の 9 つの選択肢のうち，効果が大きかったと思われるものを最大 3 つまで選択（3 つを超えて回
答した場合には無効回答として取り扱う）．観測数は，共同研究開発について，「常勤従業者数 5 人未満」「常勤
従業者数5人以上20人未満」「常勤従業者数20人以上」の従業者規模別に，パートナーを獲得するうえで有効
だった方法について回答が得られた 35 社，41 社，20 社． 
 
さらに，受託研究について，パートナーの獲得にあたって有効だった方法を図 3.36 に示す．ま
た，研究開発事業分野別，従業者規模別，コア事業別にあらわしたものを図 3.37,  3.38,  3.39 にそ
れぞれ示す． 
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大学・公的研究機関 親会社・親会社以外の企業 創業メンバー・自社  
注）  質問は，上記の 9 つの選択肢のうち，効果が大きかったと思われるものを最大 3 つまで選択（3 つを超えて回
答した場合には無効回答として取り扱う）．観測数は，共同研究開発について，「大学・公的研究機関」「親会社・
親会社以外の企業」「創業メンバー・胪社」の現在のコア技術別に，パートナーを獲得するうえで有効だった方法
について回答が得られた 51 社，13 社，27 社． 
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答した場合には無効回答として取り扱う）．図中の数字は，当該科目を選択した企業数．観測数は，受託研究に
ついて，パートナーを獲得するうえで有効だった方法について回答が得られた 62 社． 
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注）  質問は，上記の 9 つの選択肢のうち，効果が大きかったと思われるものを最大 3 つまで選択（3 つを超えて回
答した場合には無効回答として取り扱う）．観測数は，受託研究について，「常勤従業者数 5 人未満」「常勤従業
者数 5 人以上20人未満」「常勤従業者数 20 人以上」の従業者規模別に，パートナーを獲得するうえで有効だっ
た方法について回答が得られた 21 社，25 社，16 社． 
 

































大学・公的研究機関 親会社・親会社以外の企業 創業メンバー・自社  
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社以外の企業」「創業メンバー・胪社」の現在のコア技術別に，パートナーを獲得するうえで有効だった方法につ
いて回答が得られた 54 社，9 社，15 社． 
 





まず，図 3.40 に，現在の代表者の就任時年齢を示す．就任時年齢について，40 歳代および 50
歳代の占める比率が大きく，40-50 歳代の代表者が占める比率は全体の過半数を占めており，ま
た，60 歳以上の代表者が約 4 分の１を占めていることも注目される．代表者の年齢は，半数が 50
歳以上と高いのも擥本のバイオベンチャーの特徴といえる． 
 










注）  選択肢のうち，「20 歳未満」は該当する企業が存在しないために記載を省略．観測数は，現在の代表者の年
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注）  観測数は，現在の代表者の最終学歴について回答が得られた 204 社． 
 














注）  観測数は，現在の代表者の前職の組織について回答が得られた 211 社． 
 





















注）  観測数は，現在の代表者の前職の職種について回答が得られた 202 社． 
 





また，2000年以降に設立した 147社  ( = 48 + 37 + 53 + 9 )  のうち，46社  ( = 37 + 9 )  で代表者が
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注）  観測数は，代表者の交代について回答が得られた 217 社． 
 



























まず，図 3.47 に，創業者（設立時の代表者）の就任時年齢を示す．図 3.40 で示した現在の代表
者の年齢と同様，創業者の年齢について，40 歳代および 50 歳代の占める比率が大きく，40-50 歳
代の代表者が全体の過半数を占めており，また，60 歳以上の代表者が約 4 分の１を占めている．
現在の代表者と比較すれば，50 歳代と 60 歳以上がわずかながら高い比率を占めていることから，
交代にともなう代表者の若返りがうかがえる． 
 











注）  選択肢のうち，「20 歳未満」は該当する企業が存在しないために記載を省略．観測数は，創業者（設立時の代
表者）の年齢について回答が得られた 209 社． 
 
つぎに，図 3.48 に，創業者（設立時の代表者）の最終学歴を示す．図 3.42 で示した現在の代表
者の最終学歴と同様，創業者の最終学歴について，博士（理系）の占める比率が高く，ついで修
士・学士（理系）となっている．   
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代表者）の最終学歴について回答が得られた 198 社． 
 





































注）  観測数は，創業者（設立時の代表者）の前職の職種について回答が得られた 195 社． 
 
 
4.  代表者の交代に関する実証分析 
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が交代しやすいかについては別途分析を必要とする． 
 











0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
継承代表者
創業者
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
 
注）  観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）と現在の代表者の就任時年齢について
回答が得られた 74 社． 
 
表 4.1.  創業者（設立時の代表者）と継承代表者の就任時年齢の推移 
    継承代表者   
    20～29 歳  30～39 歳  40～49 歳  50～59 歳  60 歳以上  合計 
創業者 
20～29 歳 
0  0  1  0  0  1 
(0%)  (0%)  (1%)  (0%)  (0%)  (1%) 
30～39 歳 
0  1  2  2  0  5 
(0%)  (1%)  (3%)  (3%)  (0%)  (7%) 
40～49 歳 
1  4  6  4  8  23 
(1%)  (5%)  (8%)  (5%)  (11%)  (31%) 
50～59 歳 
0  1  6  11  5  23 
(0%)  (1%)  (8%)  (15%)  (7%)  (31%) 
60 歳以上 
0  3  5  6  8  22 
(0%)  (4%)  (7%)  (8%)  (11%)  (30%) 
 
合計 
1  9  20  23  21  74 
  (1%)  (12%)  (27%)  (31%)  (28%)  (100%) 
注）  括弧内は，その区分の比率をあらわす．観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
継承代表者
創業者
博士（理系） 修士・学士（理系） 博士（文系） 修士・学士（文系） その他
 
注）  観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）と現在の代表者の最終学歴について回
答が得られた 68 社． 
 
表 4.2.  創業者（設立時の代表者）と継承代表者の最終学歴の推移 
    継承代表者   






その他  合計 
創業者 
博士（理系） 
9  7  1  5  4  26 
(13%)  (10%)  (1%)  (7%)  (6%)  (38%) 
修士・学士
（理系） 
6  8  0  3  1  18 
(9%)  (12%)  (0%)  (4%)  (1%)  (26%) 
博士（文系） 
0  0  0  0  0  0 
(0%)  (0%)  (0%)  (0%)  (0%)  (0%) 
修士・学士
（文系） 
3  7  0  2  0  12 
(4%)  (10%)  (0%)  (3%)  (0%)  (18%) 
その他 
1  2  0  3  6  12 
(1%)  (3%)  (0%)  (4%)  (9%)  (18%) 
 
合計 
19  24  1  13  11  68 
  (28%)  (35%)  (1%)  (19%)  (16%)  (100%) 
注）  括弧内は，その区分の比率をあらわす．観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
継承代表者
創業者
大学 大企業 中小企業 公的研究機関 その他
 
注）  観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）と現在の代表者の前職の組織について
回答が得られた 72 社． 
 
表 4.3.  創業者（設立時の代表者）と継承代表者の前職の組織の推移 
    継承代表者   
    大学  大企業  中小企業 
公的 
研究機関 
その他  合計 
創業者 
大学 
6  5  2  2  0  15 
(8%)  (7%)  (3%)  (3%)  (0%)  (21%) 
大企業 
3  17  3  2  1  26 
(4%)  (24%)  (4%)  (3%)  (1%)  (36%) 
中小企業 
0  7  13  0  1  21 
(0%)  (10%)  (18%)  (0%)  (1%)  (29%) 
公的 
研究機関 
0  2  0  0  1  3 
(0%)  (3%)  (0%)  (0%)  (1%)  (4%) 
その他 
1  2  1  1  2  7 
(1%)  (3%)  (1%)  (1%)  (3%)  (10%) 
 
合計 
10  33  19  5  5  72 
  (14%)  (46%)  (26%)  (7%)  (7%)  (100%) 
注）  括弧内は，その区分の比率をあらわす．観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）
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以上の経営者）から，社内あるいは他企業の研究者・技術者に交代している傾向がうかがえる． 
 









0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
継承代表者
創業者
研究者・技術者 経営者（役員以上） 営業 財務・経理 その他
 
注）  観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）と現在の代表者の前職の組織について
回答が得られた 69 社． 
 
表 4.4.  創業者（設立時の代表者）と継承代表者の前職の職種の推移 
    継承代表者   









7  5  2  3  5  22 
(10%)  (7%)  (3%)  (4%)  (7%)  (32%) 
経営者 
（役員以上） 
12  15  2  0  2  31 
(17%)  (22%)  (3%)  (0%)  (3%)  (45%) 
営業 
5  1  3  0  0  9 
(7%)  (1%)  (4%)  (0%)  (0%)  (13%) 
財務・経理 
0  0  0  0  0  0 
(0%)  (0%)  (0%)  (0%)  (0%)  (0%) 
その他 
1  4  1  0  1  7 
(1%)  (6%)  (1%)  (0%)  (1%)  (10%) 
 
合計 
25  25  8  3  8  69 
  (36%)  (36%)  (12%)  (4%)  (12%)  (100%) 
注）  括弧内は，その区分の比率をあらわす．観測数は，代表者が交代した企業のうち，創業者（設立時の代表者）



























0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
代表者の交代あり
代表者の交代なし
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
代表者の交代あり
代表者の交代なし
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
代表者の交代あり
代表者の交代なし
大学 大企業 中小企業 金融機関 公的研究機関 その他
 
注）  観測数は，「代表者の交代なし」と「代表者の交代あり」のそれぞれについて，代表者の交代と創業者（設立時
の代表者）の前職の組織について回答が得られた 127 社，74 社． 
 









0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
代表者の交代あり
代表者の交代なし
研究者・技術者 経営者（役員以上） 営業 財務・経理 その他
 
注）  観測数は，「代表者の交代なし」と「代表者の交代あり」のそれぞれについて，代表者の交代と創業者（設立時
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表者の交代と 設立時の所有構造との関係に注目していく．一般的に，設立時には，創業者  










13．表 4.5 に，変数の定義を示す．また，表 4.6 では，
推定に用いた変数の基本統計量を示す．推定では，表 4.5 で示した変数が得られた企業としてお
り，最終的なサンプルは，146 社となった． 
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表 4.5.  変数の定義 
変数  定義 
（代表者の交代）   
TURNOVER  1:  代表者の交代あり．0:  代表者の交代なし． 
（創業者特性）   
AGE40  1:  設立時における創業者の年齢が 40-49 歳，0:  それ以外． 
AGE50  1:  設立時における創業者の年齢が 50-59 歳，0:  それ以外． 
AGE60  1:  設立時における創業者の年齢が 60 歳以上，0:  それ以外． 
EDUC_DR_SC  1:  設立時における創業者の最終学歴が博士（理系），0:  それ以外． 
EDUC_MR_SC  1:  設立時における創業者の最終学歴が修士（理系），0:  それ以外． 
ORGA_UNIV_PUB  1:  設立時における創業者の前職の組織が大学あるいは公的研究機関， 
0:  それ以外． 
ORGA _FIRM  1:  設立時における創業者の前職の組織が企業（大企業あるいは中小企
業），0:  それ以外． 
OCCU_RD  1:  設立時における創業者の前職の職種が研究者・技術者，0:  それ以外． 
OCCU_MANAG  1:  設立時における創業者の前職の職種が経営者（役員以上），0:  それ以
外． 
（企業特性） 
OWN_FFF  1:  設立時に創業者あるいは創業者の親族・知人・友人が株式あるいは持分
を保有している場合，0:  それ以外． 
OWN_CORP  1:  設立時に設立時の親会社（事業会社）が株式あるいは持分を保有している
場合，0:  それ以外． 
OWN_VC  1:  設立時にベンチャーキャピタルが株式あるいは持分を保有している場合， 
0:  それ以外． 
TECH_CHANGE  1:  設立時と同じコア技術の場合，0:  設立時と異なるコア技術の場合． 
FIRM_AGE  企業年齢（2011 年 12 月末擥時点）の対数値． 
FIRM_SIZE  設立時の従業者数に 1 を加えた値の対数値． 
（事業分野）   
I_DRUG  1:  研究開発事業分野が「医薬品」の場合，0:  それ以外． 
I_MEDI  1:  研究開発事業分野が「医薬品以外の医療・健康」の場合，0:  それ以外． 
I_AGRI  1:  研究開発事業分野が「医薬品以外の農林水産」の場合，0:  それ以外． 
I_REPR  1:  研究開発事業分野が「研究支援・受託生産」の場合，0:  それ以外． 
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表 4.6.  基本統計量  
  平均  S.D.  最小  最大 
TURNOVER  0.384  0.488  0.000  1.000 
AGE40  0.315  0.466  0.000  1.000 
AGE50  0.253  0.436  0.000  1.000 
AGE60  0.253  0.436  0.000  1.000 
EDUC_DR_SC  0.432  0.497  0.000  1.000 
EDUC_MR_SC  0.281  0.451  0.000  1.000 
ORGA_UNIV_PUB  0.267  0.444  0.000  1.000 
ORGA_FIRM  0.630  0.484  0.000  1.000 
OCCU_RD  0.466  0.501  0.000  1.000 
OCCU_MANAG  0.295  0.457  0.000  1.000 
OWN_FFF  0.822  0.384  0.000  1.000 
OWN_CORP  0.185  0.390  0.000  1.000 
OWN_VC  0.082  0.276  0.000  1.000 
TECH_CHANGE  0.315  0.466  0.000  1.000 
FIRM_AGE  2.150  0.646  0.000  3.761 
FIRM_SIZE  1.452  0.707  0.000  4.635 
I_DRUG  0.219  0.415  0.000  1.000 
I_MEDI  0.301  0.460  0.000  1.000 
I_AGRI  0.096  0.295  0.000  1.000 
I_REPR  0.315  0.466  0.000  1.000 
注）S.D.は標準偏差をあらわす．観測数は，146 社． 
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表 4.7.  代表者の交代の決定要因：推定された係数 
  (i)  (ii)  (iii)  (iv)  (v)  （vi） 



































































ORGA_UNIV_PUB  -0.085 
(0.488) 
  -0.507 
(0.445) 




ORGA_FIRM  -0.638 
(0.432) 
  -0.657 
(0.421) 




OCCU_RD  -0.229 
(0.426) 







OCCU_MANAG  0.105 
(0.373) 





















































































































































































観測数  146  146  146  146  146  146 
対数尤度  -65.1  -67.5  -67.5  -68.9  -66.0  -65.2 












  60 
表 4.8.  代表者の交代の決定要因：限界効果 
  (i)  (ii)  (iii)  (iv)  (v)  （vi） 



































































ORGA_UNIV_PUB  -0.031 
(0.175) 
  -0.177 
(0.144) 




ORGA_FIRM  -0.237 
(0.159) 
  -0.247 
(0.157) 




OCCU_RD  -0.083 
(0.153) 







OCCU_MANAG  0.038 
(0.138) 





































































































































































観測数  146  146  146  146  146  146 
対数尤度  -65.1  -67.5  -70.1  -68.9  -66.0  -65.2 





















4.4.  代表者の交代と企業のパフォーマンス 
こうした代表者の交代が，企業のパフォーマンスにどのように結びついているだろうか．一般的に，
企業のパフォーマンスの指標として，利益率や企業価値といった指標が用いられてきた．しかしな













表 4.9.  研究開発費と代表者の交代 
研究開発費  代表者の交代  平均  メジアン  S.D.  観測数  z 値 
企業全体 
なし  46.6  16.0  91.0  97  -2.345
** 
あり  112.7  30.0  258.4  64   
  合計  72.9  20.0  179.7  161   
うちバイオ分野 
なし  44.1  15.0  90.6  97  -2.166
** 
あり  99.8  22.0  218.7  64   
  合計  66.3  20.0  156.5  161   
注）単位：百万円．S.D.は，標準偏峮をあらわす．z 値は，Wilcoxon の順位和検定  (rank-sum test)  の検定統計量．
**は，有意水準 5%をあらわす．観測数は，「企業全体」と「うちバイオ分野」の研究開発費および代表者の交代
について回答が得られた企業のうち，「企業全体」よりも「うちバイオ分野」の研究開発費を大きいと回答した企業
（2 社）を除いた 161 社． 
 
                                                                  
14  設立時のコア技術の変化について，図 3.20 で示した「創業メンバー」と「胪社」に限定した変数を用いた回帰分
析を試みたが，代表者の交代と設立時の「創業メンバー」と「胪社」からのコア技術の変化との有意な関係はみられ
なかった． 
15  研究開発費を従属変数，代表者の交代および表 4.5 で示した変数を独立変数として用いた回帰分析を試みた
が，研究開発費と代表者の交代との有意な関係はみられなかった．また，推定の際に，企業規模を変数から除外し
ても有意な関係を得られていない．さらに，代表者の交代を内生変数として取り扱ったトリートメント効果モデル 

















表 4.10.  ライセンス・アウト（国内企業）と代表者の交代 
    代表者の交代   
    なし  あり  合計 
ライセンス・アウト 
（嗽内企業） 
なし  70  44  114 
あり  26  13  39 
  合計  96  57  153 













活用を目的としている場合が多数を占めており（共同研究開発の 9 割，受託研究の 7 割，
ライセンス・アウトの8割），バイオベンチャーにおける提携の多くは，コア技術の発展・活用
に傾注している．提携機会は企業成長に重要な役割をはたすと考えられる． 












  63 
おける公開展示」は，共同研究開発と受託研究について 2 割近い企業が有効と回答して
いる．特許の公開公報も約 1 割の有効と回答している． 
(3)  2000-2004年設立の企業のうち44%で設立以降に代表者の交代がみられており，全体とし
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